
資料1　補正予算の概要

　　（1）補正予算の規模
歳入歳出予算の総額（79,420,000千円）から、歳入歳出それぞれ87,852千円を減額し、79,332,148千円とする。

　　（2）補正内容 (単位：千円）

内容 補正額 事業名 内容 補正額

1 企画経営部 財政課 11 地 子ども・子育て支援臨時交付金 9,735 9 幼児教育・保育無償化に伴う国交付金

2 20 繰 財政調整基金とりくずし 35,106 11 財政調整基金とりくずし

3 行革推進課 16 国 情報通信技術利活用事業費補助金 2,666 02 総 財政事務事業 ◎業務改革支援手数料 15,950 15
業務を改革し、職員の働き方を変え、生産性を向上
させるため

4 子ども未来部 子ども政策課 03 民 児童福祉総務事業 ◎いじめ問題再調査委員会委員報酬 3,021

5 費用弁償 135

6
子ども発達支援セン
ター

15 使 やまびこ学園使用料 △ 1,603 03 民 すみれ園・やまびこ学園運営事業
マイクロバス車両運行管理業務委託
料

△ 1,603

7 1,603 （人件費へ充当）

8 保育事業課 03 民 児童福祉総務事業 保育業務システム改修委託料 9,735 幼児教育・保育無償化に伴うシステム改修経費

9 市民交流部 広報課 22 諸 車両事故等損害保険金 806 02 総 広報事業 施設管理瑕疵に係る賠償金 806
暴風雨により広報板が倒壊し、家屋に接触、損傷を
与えた損害を賠償するため

10 市民協働推進課 22 諸 コミュニティ助成事業助成金 2,500 02 総 市民協働推進事業 コミュニティ助成事業助成金 2,500
宝塚市花のみち自治会の地域まつり用及び防災用
備品の整備のための助成金

11 健康福祉部 生活援護課 16 国 生活保護適正実施推進事業費補助金 9,086 03 民 生活保護適正実施推進事業 レセプトデータ分析業務委託料 9,086 17
レセプトをデータ化して分析することで医療扶助費の
適正化及び被保護者の健康管理を推進するため

12 介護保険課 17 県 地域介護拠点整備補助事業費補助金 26,600 03 民 地域介護拠点整備補助事業 地域介護拠点整備補助事業補助金 26,600 15
地域密着型サービス拠点の開設準備にかかる費用
を助成するため

13 都市整備部 建築指導課 16 国 社会資本整備総合交付金 3,000 08 土 住宅耐震化促進事業 住宅耐震化等工事費補助金 6,000
平成31年度国庫内示に伴い、耐震改修工事費の補
助件数確定による増

14 住まい政策課 16 国 社会資本整備総合交付金 △ 63,459 08 土 市営住宅管理事業 設計等委託料 △ 449

15 23 市 市営住宅整備事業債 △ 17,500 市営住宅維持補修工事費 △ 31,850

16 都市安全部 北部整備課 16 国 団体営ため池等整備事業補助金 5,500 06 農 ○ 農業用施設改修事業 特定外ため池諸元調査業務委託料 4,800

17 ため池マップ作成業務委託料 700

18 産業文化部 商工勤労課 16 国 プレミアム付商品券事業事務費補助金 69,544 07 商 プレミアム付商品券事業 郵便料 11,964
委託料から郵便料に組み替え、事業者では対応でき
ない所得更正等について市で執行するため

19 プレミアム付商品券事業業務委託料 57,580
全額国庫補助となる内示を受け、当初予算編成時に
圧縮していた不足額を予算措置するため

20 文化政策課 19 寄
文化芸術センター・庭園整備に対する寄
附金

10,000 02 総 文化芸術センター・庭園整備事業 施設用備品 10,000 15
寄附金で施設用備品を購入し、文化芸術センター内
に設置するため

いじめ問題再調査委員会を設置し、再調査を諮問す
るため

入札差金

市内の特定外ため池諸元調査及びため池マップの
作成を行うため

平成30年度内に実施できたため
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　　（2）補正内容 (単位：千円）

内容 補正額 事業名 内容 補正額

№ 部名 課名

歳入 歳出
説明書

頁
補正理由

款名 款名

21 消防本部 消防総務課 22 諸 消防団員退職報償金受入金 3,194 09 消 非常備消防事業 消防団員退職報償金 3,194 平成30年度末退職者にかかる退職報償金

22 22 諸 防災資機材等整備支援事業交付金 1,100 09 消 自主防災組織促進事業 自主防災組織活動補助金 1,100
西谷地区まちづくり協議会の発電機購入のための助
成金

23 教育委員会 教育企画課 10 教 小学校運営事業 運搬費 △ 852

24 手数料 △ 1,026

25 庁用備品 △ 1,241

26 10 教 中学校運営事業 運搬費 △ 570

27 手数料 △ 1,482

28 庁用備品 △ 249

29 10 教 幼稚園運営事業 運搬費 648

30 手数料 324

31 園具 500

32 施設課 16 国 学校施設環境改善交付金 △ 97,894 10 教 小学校施設整備事業
校舎等改修工事費（西山小・丸橋小・
安倉北小）

△ 306,894

33 23 市 小学校施設整備事業債 △ 163,400

34 16 国 学校施設環境改善交付金 47,337 10 教 中学校施設整備事業 校舎等改修工事費（西谷中） 140,910

35 23 市 中学校施設整備事業債 70,100

36 16 国 学校施設環境改善交付金 △ 16,290 10 教 長尾中学校屋内運動場改築事業
旧屋内運動場・旧プール棟解体工事
費

△ 48,388

37 23 市 中学校施設整備事業債 △ 28,800

38 学校教育課 17 県
スクールソーシャルワーカー配置補助事
業補助金

3,217 （人件費へ充当） 11
スクールソーシャルワーカー配置事業補助金の交付
決定による増

39 10 教 いじめ防止対策推進事業
「CAP」いじめ防止プログラム講師派遣
手数料

1,199 21
小学校12校で受講予定のＣＡＰプログラムを全小学
校で受講するため

一般会計　合計 △ 87,852 △ 87,852

国補正予算関係で、平成30年度3月補正に計上した
もののうち、本年度当初予算にも計上したもの

安倉小…平成30年度国交付金不採択のため
丸橋小…本年度工事未実施のため

老朽改修工事が令和２年度実施となったことによる
減（西谷中学校）

平成30年度3月補正にて老朽改修工事実施が決定
されたことによる増（安倉幼稚園・丸橋幼稚園）

国補正予算関係で、平成30年度3月補正に計上した
もののうち、本年度当初予算にも計上したもの

平成31年度国当初予算交付内示を受けたため
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